
第 41 期　定時株主総会
招集ご通知
　

開催日時
2022年12月19日（月曜日）午前10時
受付開始：午前９時

開催場所
福井県坂井市坂井町下新庄15号８番地の１
株式会社ＰＬＡＮＴ本社　３階　大会議室

決議事項
　第１号議案　定款一部変更の件
　第２号議案　取締役５名選任の件
　第３号議案　病気療養中に伴う監査役１名
　　　　　　　解任の件
　第４号議案　監査役２名選任の件
　第５号議案　会計監査人選任の件
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新型コロナウイルス感染拡大防止のため、ご来場を見
合わせていただくこともご検討いただき、書面による
事前の議決権行使をご活用くださいますようお願い申
しあげます。

株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はござ
いません。何卒ご理解くださいますようお願い申しあ
げます。

　

証券コード：7646



【重要なお知らせ】
第41期定時株主総会における

新型コロナウイルス感染拡大防止の対応について

　新型コロナウイルスの感染拡大防止に向けた株主総会における当社の対応について、下記のとおり
ご案内いたしますとともに、株主の皆様のご理解とご協力をお願い申しあげます。

（１）株主様へのお願い
・今回の株主総会につきましては、株主様の健康と安全を第一に考え、健康状態に関わらず、可能
な限り株主総会へのご来場を見合わせていただきますようお願いいたします。
・特に、ご高齢の方や基礎疾患のある方、妊娠されている方は、ご来場をお控えいただくことをお
勧めいたします。
・議決権の行使につきましては、書面による議決権行使が可能ですので、是非そちらのご利用もご
検討くださいますようお願いいたします。

（２）ご来場される株主様へのお願い
・会場入り口にて体温を確認させていただきます。体調不良と見受けられる方には、ご入場をお控
えいただく場合がございますので、あらかじめご了承ください。
・ご来場される株主様におかれましては、マスクの着用や、アルコール消毒液の使用等、感染防止
のための措置にご協力ください。

（３）当社の対応について
・当社役員及び運営スタッフは、原則マスク着用で応対させていただきます。
・受付や会場内各所にアルコール消毒液を設置いたします。
・株主総会の議事は、例年より短縮して行う予定です。
・密集とならないよう、会場内の座席は間隔を空けて配置するため、座席数が例年より少なくなっ
ております。入場制限をさせていただく場合もございますので、あらかじめご了承ください。

なお、今後の状況により、株主総会の運営方法について変更等がある場合には、当社ウェブサイト
（https://www.plant-co.jp/）にてご案内いたしますので、ご確認くださいますようお願いいたし
ます。
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証券コード　7646
2022年11月25日

株 主 各 位
福井県坂井市坂井町下新庄15号８番地の１

代表取締役社長 三 ッ 田　 佳 　史

１．日 時 2022年12月19日（月曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
２．場 所 福井県坂井市坂井町下新庄15号８番地の１

株式会社ＰＬＡＮＴ本社　３階　大会議室
３．目 的 事 項

報 告 事 項 第41期（2021年９月21日から2022年９月20日まで）
事業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項 　第1号議案　定款一部変更の件
　第2号議案　取締役５名選任の件
　第3号議案　病気療養中に伴う監査役１名解任の件
　第4号議案　監査役２名選任の件
　第5号議案　会計監査人選任の件

第41期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第41期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげ

ます。
なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いた
だき、2022年12月16日（金曜日）午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願
い申しあげます。

敬　具
記

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の
当社ウェブサイト（アドレス　https://www.plant-co.jp/）に掲載させていただきます。
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(2021年９月21日から
2022年９月20日まで)

（添付書類）

事　 業　 報　 告

１．会社の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当事業年度（2021年９月21日から2022年９月20日まで）における我が国の経済は、米国を
はじめとする先進諸国による金融緩和の縮小や資源価格の高騰など、世界的景気減速が危惧され
る中、新型コロナウイルス感染症の影響や緊迫が続くウクライナ情勢、急激な円安による諸物価
の上昇など経済活動の先行きは不透明な状況となっております。
　小売業におきましては、新型コロナウイルス感染症に対する予防ワクチン接種が進み、昨年９
月、緊急事態宣言、まん延防止等重点措置が全面解除、行動制限が段階的に緩和されたことによ
り、個人消費に回復の兆しがみられました。しかし、原材料価格や光熱費の高騰、人手不足によ
る物流コストの値上げなど業界を取り巻く環境は非常に厳しくなっているほか、新型コロナウイ
ルス感染症の再拡大の懸念により、人々の節約志向は一層強くなっており、今後も予断の許さな
い状況が続くものと思われます。
　このような状況のもと、当社は、収益力の強化を最重要課題とし、下記の施策に積極的に取り
組んでおります。
1 改装の実施
　既存店活性化により客数・売上増を図るため、ワクワク感が感じられる売場を目指し、当事業
年度は伊賀店及び瑞穂店の改装を実施いたしました。
2 ＰＢ商品開発強化
　当社にしかない価値あるＰＢ商品を開発し、目的来店性・粗利率アップを図ります。当事業年
度は新たに300アイテム以上の開発をいたしました。
3 Ｒ－９（Ｒ＝Revolution　人件費９億円削減）
　人口減による人手不足・労働単価上昇への対応として機械化等を推進し業務の合理化を図りま
す。当事業年度はAI自動発注システムの導入をいたしました。
　以上の結果、当事業年度における経営成績は、売上高は95,331百万円（通期計画達成率
99.8％)となりました。利益におきましては、営業利益は1,448百万円（前事業年度比6.2％
減）、経常利益は1,531百万円（前事業年度比7.5％減）、当期純利益は高島店の固定資産残存
簿価の一部を減損処理し特別損失991百万円を計上したため、324百万円（前事業年度比71.9％
減）となりました。
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金融機関 株式会社福井銀行 株式会社三井住友銀行
借入極度額 10億円 10億円
契約期間 2022年10月10日～2023年10月９日
契約締結日 　　　2022年９月20日
担保の有無 無担保・無保証

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業
年度の期首から適用しております。当事業年度の売上高については、当該会計基準を適用した後
の数値となっているため、前事業年度比を記載せず、通期計画達成率を記載しております。

②　設備投資の状況
　当事業年度に実施しました設備投資の総額は、1,946百万円であります。
　その主なものは、延べ11店舗の省エネ空調・冷蔵冷凍ケースへの入替に伴うものであります。

③　資金調達の状況
　2022年９月20日開催の取締役会において、今後、機動的かつ安定的な資金調達手段を確保す
ることを目的として、下記の通り、短期借入枠（コミットメントライン）を設定することを決議
し、同日契約を締結いたしました。

区 分 第 38 期
(2019年９月期)

第 39 期
(2020年９月期)

第 40 期
(2021年９月期)

第 41 期
(当事業年度)

(2022年９月期)
売 上 高 (百万円) 92,146 96,110 96,241 95,331

経 常 利 益 (百万円) 30 1,486 1,656 1,531
当 期 純 利 益
（ △ は 純 損 失 ） (百万円) △3,903 1,044 1,155 324
１株当たり当期純利益
（ △ は 純 損 失 ） (円) △482.69 129.81 143.82 40.59

総 資 産 (百万円) 40,544 42,612 41,710 40,292

純 資 産 (百万円) 13,643 14,693 15,662 15,813

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 1,687.58 1,828.92 1,949.54 1,981.75

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１．１株当たり当期純利益（△は純損失）は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株
　　　　　当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。
　　　２．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年3月31日)等を当事業年度の期首から適
　　　　　用しており、当事業年度に係る各数値については、当会計基準等を適用した後の数値となっておりま
　　　　　す。
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(3) 対処すべき課題
小売業界におきましては、国内外における新型コロナウイルス感染症終息の見込みが不透明

であることから、商品調達や消費への影響は、今後さらに長期化することが懸念されます。ま
た、日本国内における人口減少により市場規模が縮小していく中で、業種業態を問わず企業間
競争は熾烈を極めております。
こうした状況のもと、当社は、最重要経営課題を「収益力向上」と考えており、下記の施策

に積極的に取り組んでまいります。
①改装の実施
　既存店活性化により客数・売上増を図るため、ワクワク感が感じられる売場を目指し改装を
実施します。
②ＰＢ商品開発強化
　当社にしかない価値あるPB商品を開発し、目的来店性、粗利率アップを図ります。
③Ｒ－９　（Ｒ＝Revolution　人件費９億円削減）
　人口減による人手不足・労働単価上昇への対応として機械化等を推進し業務の合理化を図り
ます。

(4) 主要な事業内容（2022年９月20日現在）
当社は、衣食住のあらゆる部門にわたり網羅的に生活必需品を取扱うスーパーセンターを中心
に、地域密着型の営業展開を行っております。
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名 称 所 在 地
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ － ２ 坂 井 店 福井県坂井市
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ － ２ 上 中 店 福井県三方上中郡若狭町
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ － ３ 津 幡 店 石川県河北郡津幡町
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ － ３ 川 北 店 石川県能美郡川北町
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ － ３ 滑 川 店 富山県滑川市
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ － ３ 清 水 店 福井県福井市
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ － ３ 福 知 山 店 京都府福知山市
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ － ４ 聖 籠 店 新潟県北蒲原郡聖籠町
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ － ５ 見 附 店 新潟県見附市
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ － ５ 境 港 店 鳥取県境港市
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ － ５ 横 越 店 新潟県新潟市江南区
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ － ５ 大 玉 店 福島県安達郡大玉村
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ － ５ 鏡 野 店 岡山県苫田郡鏡野町
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ － ５ 刈 羽 店 新潟県刈羽郡刈羽村
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ － ６ 瑞 穂 店 岐阜県瑞穂市
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ 志 摩 店 三重県志摩市
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ 善 通 寺 店 香川県善通寺市
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ 淡 路 店 兵庫県淡路市
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ 斐 川 店 島根県出雲市

(5) 主要な事業所（2022年９月20日現在）
①　本社

福井県坂井市坂井町下新庄15号８番地の１
②　営業所
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名 称 所 在 地
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ 伊 賀 店 三重県伊賀市
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ 高 島 店 滋賀県高島市
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ 木 津 川 店 京都府木津川市
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ 出 雲 店 島根県出雲市
ス ー パ ー セ ン タ ー Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ 黒 部 店 富山県黒部市

JJ　Plus！ 福井県坂井市
（注）2022年10月20日付で、JJ　Plus！を閉店しました。

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

710名 15名減 44.9歳 13.4年

(6) 従業員の状況（2022年９月20日現在）

（注）上記従業員数には、パートタイマー2,827名及びアルバイト1,011名は含まれておりません。

借 入 先 借 入 金 額

株 式 会 社 福 井 銀 行 3,034百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,184

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 696

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 348

株 式 会 社 第 四 北 越 銀 行 348

(7) 主要な借入先の状況（2022年９月20日現在）
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(1) 発行可能株式総数 23,120,000株
(2) 発行済株式の総数 8,090,000株
(3) 株主数 12,145名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 ワ イ ・ テ ィ ・ エ ー 2,024,200株 25.4％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 379,200 4.8

Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ 従 業 員 持 株 会 334,273 4.2

三 ッ 田 　 勝 　 規 330,200 4.1

三 ッ 田 　 美 代 子 230,100 2.9

伊 藤 　 昭 210,000 2.6

三 ッ 田 　 佳 　 史 200,000 2.5

三 ッ 田 　 泰 　 二 200,000 2.5

浅 　 野 　 守 太 郎 180,000 2.3

畭 　 明 代 144,000 1.8

２．株式の状況（2022年９月20日現在）

(4) 大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（110,280株）を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 三 ッ 田 　 佳 　 史

代 表 取 締 役 副 社 長 三 ッ 田 　 泰 　 二

専 務 取 締 役 山 田 准 司

取 締 役 市 橋 信 孝 株 式 会 社 ユ ア ー ズ ホ テ ル フ ク イ
代 表 取 締 役 社 長

取 締 役 中 里 弘 穂 有限会社キャリアデザイン代表取締役
福井県立大学地域経済研究所客員研究員

常 勤 監 査 役 塩 田 直 彦

監 査 役 西 川 　 承 西 川 公 認 会 計 士 事 務 所 所 長

監 査 役 白 崎 利 宗 白 崎 税 理 士 事 務 所 所 長

仮 監 査 役
（注）７ 髙 島 悠 輝

髙 島 公 認 会 計 士 事 務 所 所 長
株 式 会 社 幸 池 商 店 社 外 監 査 役
サカイオーベックス株式会社社外監査役

４．会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（2022年9月20日現在）

（注）１. 取締役のうち市橋信孝氏及び中里弘穂氏は、社外取締役であります。
２. 監査役のうち西川承氏、白崎利宗氏及び髙島悠輝氏は、社外監査役であります。
３. 監査役西川承氏は、公認会計士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
４. 監査役白崎利宗氏は、税理士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
５．監査役髙島悠輝氏は、公認会計士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
６. 当社は、東京証券取引所に対して、取締役市橋信孝氏、取締役中里弘穂氏、監査役西川承氏及び監査

役白崎利宗氏を独立役員とする独立役員届出書を提出しております。
７．監査役白崎利宗氏は病気療養中であり、監査役としての職務遂行は不可能であるため、監査役が欠け

た場合に準じて、仮監査役として髙島悠輝氏の選任を福井地方裁判所に申し立てておりましたが、
2021年12月27日付で、福井地方裁判所から同氏を仮監査役（一時監査役職務代行者）として選任
する旨の決定を受け、同日仮監査役として就任しました。
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氏 名 地 位
主な活動状況及び社外取締役に
期待される役割に関して行った
職 務 の 概 要

市 橋 信 孝 取 締 役

他社での企業経営経験に基づく経営の監督とチェック
機能を期待しており、当事業年度に開催された取締役
会13回の全てに出席し、金融及びサービス業界等幅
広い分野での勤務並びに会社経営者としての実績に基
づき、審議に関して必要な発言を適宜行っておりま
す。

中 里 弘 穂 取 締 役

当社のコーポレートガバナンスの強化及び企業価値向
上のために有用な助言をいただけるものと期待してお
り、当事業年度に開催された取締役会13回の全てに
出席し、社員教育のコンサルタントとして、また、大
学客員研究員としての見識をもって、審議に関して必
要な発言を適宜行っております。

西 川 　 承 監 査 役
当事業年度に開催された取締役会13回の全てに、ま
た、監査役会13回の全てに出席し、西川公認会計士
事務所所長としての経験等に基づき、審議に関して必
要な発言を適宜行っております。

白 崎 利 宗 監 査 役
当事業年度開催の取締役会13回のうち１回に、ま
た、監査役会13回のうち１回に出席し、白崎税理士
事務所所長としての経験等に基づき、審議に関して必
要な発言を適宜行っております。

(2) 社外役員の重要な兼職の状況及び当社と当該兼職先との関係
　市橋信孝氏は、株式会社ユアーズホテルフクイ代表取締役社長を兼務しており、当社と同社と
の間には特別の利害関係はありません。
　中里弘穂氏は、有限会社キャリアデザイン代表取締役及び福井県立大学地域経済研究所客員研
究員を兼務しており、当社と同社及び同大学との間には特別の利害関係はありません。
　西川承氏は、西川公認会計士事務所所長を兼務しており、当社と同事務所との間には特別の利
害関係はありません。
　白崎利宗氏は、白崎税理士事務所所長を兼務しており、当社と同事務所との間には特別の利害
関係はありません。
　髙島悠輝氏は、髙島公認会計士事務所所長、株式会社幸池商店社外監査役及びサカイオーベッ
クス株式会社社外監査役を兼務しており、当社と同事務所及び同社との間には特別の利害関係は
ありません。

(3) 社外役員の当該事業年度における活動状況
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氏 名 地 位
主な活動状況及び社外取締役に
期待される役割に関して行った
職 務 の 概 要

髙 島 悠 輝 仮 監 査 役

2021年12月27日就任以降、当事業年度に開催され
た取締役会９回の全てに、また、監査役会９回の全て
に出席し、髙島公認会計士事務所所長としての経験等
に基づき、審議に関して必要な発言を適宜行っており
ます。

(4) 責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、
法令の定める額としております。

(5) 役員等賠償責任保険契約に関する事項
　　　当社は、当社の全ての取締役、監査役及び執行役員を被保険者とする会社法第４３０条の３第

　１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約
　は、被保険者がその業務遂行のために行った行為に起因して損害賠償請求がなされたことによ
　り、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が填補されるものとなります。

　　　ただし、犯罪行為や被保険者が法令に違反することを認識しながら行った行為に起因して生じ
　　た損害等は填補されない等の免責事項があります。なお、保険料は全額当社が負担しておりま
　　す。

(6) 取締役及び監査役の報酬等
①　役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　　当社は、2020年12月18日開催の取締役会において、任意の指名報酬委員会（社内取締役1

名、社外取締役２名で構成）の答申を踏まえ、下記の通り役員報酬方針等を決議しておりま
す。

　　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個別報酬等については、指名報酬委員会が当該
役員報酬決定方針に沿って検討されたことを確認しており、その内容が当該決定方針に沿うも
のであると判断しております。

a． 役員報酬の基本的な考え方
　　・業績や企業価値との連動を重視し、株主と価値を共有する。
　　・中長期的に継続した業績向上と企業価値向上への貢献意欲や士気向上を一層高める制度
　　・社外取締役を含めた指名報酬委員会の審議を経ることで、報酬決定プロセスの客観性・透
　　　明性を確保

－ 11 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

短期（事業年度ごと） 中長期
（２～５年）

固定報酬 業績連動報酬

基本部分 業績連動部分
（前事業年度業績を基準） － 株式

金銭

短期（事業年度ごと） 中長期（２～５年）
固定報酬 業績連動報酬

金銭 － －

短期（事業年度ごと） 中長期（２～５年）
固定報酬 業績連動報酬

金銭 金銭 株式

ｂ．報酬水準
役員報酬の水準については、当社の事業内容および経営環境における各種ファンダメ

ンタルズを考慮しながら、同業（小売業）・同規模（売上高、時価総額等にて選定）他
業種の企業における役員報酬水準を参考に決定する。

c．報酬構成
ア．取締役

取締役の報酬は、職責の大きさに応じた役位ごとの基本部分と前事業年度の業績
（経常利益額）を基準とした役位ごとの業績連動部分とで構成される固定報酬（月
例金銭報酬）、中長期のインセンティブ報酬として経営指標等に基づく業績連動報
酬（株式報酬）で構成される。　　※2016年より株式報酬を導入

イ．社外取締役及び監査役

社外取締役および監査役の報酬は、経営に対する独立性の一層の強化を重視し、
固定報酬（月例金銭報酬）のみとする。

ウ．執行役員

執行役員の報酬は、職責の大きさに応じた役位ごとの固定報酬（月例金銭報
酬）、事業年度ごとの業績を基準とした業績連動報酬（決算賞与・金銭）、中長期
のインセンティブ報酬として経営指標等に基づく業績連動報酬（株式報酬）で構成
される。

d．報酬決定プロセス
ア．社内取締役の協議に基づき報酬（案）を策定
イ．指名報酬委員会へ報酬（案）を諮問
ウ．取締役会にて報酬（案）を検討・決議（社長一任）
エ．社長が指名報酬委員会からの答申内容を尊重のうえ報酬を最終決定
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e．報酬ガバナンス
当社は取締役および執行役員の報酬決定に関する手続きの客観性および透明性を確保

すること等を目的として、委員長および過半数を独立社外取締役で構成する（任意）指
名報酬委員会を設置しております。（2020年11月10日設置）

取締役および執行役員の報酬額については、指名報酬委員会で審議を行い、取締役会
より一任された代表取締役社長三ッ田佳史が、指名報酬委員会からの答申内容を尊重の
うえ、個人別の報酬額を決定しております。委任している理由は、当社の業績を俯瞰し
つつ、取締役および執行役員の担当部門や職責の評価を行うには代表取締役社長が最も
適していると判断しているためであります。

監査役の報酬額は、監査役の協議において決定しております。
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区　　分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬
業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取　締　役
（うち社外取締役）

110
(5)

106
(5)

－
(－)

３
(－)

5
(2)

監　査　役
（うち社外監査役）

12
(4)

12
(4)

－
(－)

－
(－)

4
(3)

合　　　計
（うち社外役員）

122
(9)

119
(9)

－
(－)

3
(－)

9
(5)

②　当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬限度額は、1997年12月19日開催の第16期定時株主総会において年額300百万円以内
（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取
締役の員数は８名です。

２. 監査役の報酬限度額は、1997年12月19日開催の第16期定時株主総会において年額30百万円以内と
決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は１名です。

３. 非金銭報酬等の額は、2016年12月19日開催の第35期定時株主総会において承認され当事業年度に
計上した譲渡制限付株式の割当ての為の株式報酬の費用3百万円であります。
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支 払 額

公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 26百万円

当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 26百万円

５．会計監査人の状況
(1) 名称　　　　有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る報酬等の額

（注）１．当社は会社法に基づく監査に対する報酬等の額と、金融商品取引法に基づく監査に対する報酬等の額
　　　　　を明確に区分することが困難なため、公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬にはこれらの合計
　　　　　額を記載しております。
　　　２．当社監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」
　　　　　を踏まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況及び報酬見積りの算出根拠等を確認し、検討した
　　　　　結果、会計監査人の報酬等について同意を行っております。

　(3) 非監査業務の内容
　　  該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当し、解任が相当と認められる場合に
は、監査役会は、監査役全員の同意により会計監査人を解任いたします。この場合、解任後最初
に招集される株主総会において、監査役会が選定した監査役は、会計監査人を解任した旨と解任
の理由を報告いたします。
上記の場合のほか、会計監査人に監査の遂行に支障を来す事由が生じたと認められる場合又は
当社に監査契約を継続しがたい合理的な事由が生じた場合には、監査役会は株主総会に提出する
会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要
　　該当事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項
（内部統制システム構築に関する基本方針）

(1) 取締役・使用人の職務の執行が「法令」及び「定款」に適合することを確保するための体制
当社は、企業の「行動規範」を制定し、代表取締役がその精神を全従業員に継続的に伝達する
ことにより、法令や社会規範の遵守を企業活動の原点とすることを徹底する。
代表取締役は、総務部担当取締役をコンプライアンス全体に関する総括責任者として任命し、

総務部がコンプライアンス体制の構築・維持・整備にあたる。
監査役及び内部監査室は連携して、コンプライアンス体制の調査、法令並びに定款上の問題の
有無を調査し、取締役会に報告する。
取締役会は、定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制
代表取締役は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理についての総括責任者に、総務
部担当取締役を任命する。取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理は「文書取扱規程」及
び「情報システム管理規程」に定め、これに従い当該情報を文書又は電磁的媒体に記録し、整理
保存する。
監査役及び内部監査室は連携して、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について、
関連諸規程に準拠して実施されているかについて監査し、必要に応じて取締役会に報告する。
「文書取扱規程」及び「情報システム管理規程」並びに関連規程は、必要に応じて適時見直し
改善を図るものとする。
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(3) 損失の危険の管理に関する規程とその他の体制
代表取締役は経営戦略室長をリスク管理に関する総括責任者に任命し、各部門の担当取締役と
共に、カテゴリー毎のリスクを体系的に管理するため、既存の「経理規程」・「販売管理規
程」・「安全衛生委員会に関する規則」等に加え、必要な「リスク管理規程」・「食品衛生管理
規程」を制定している。
特に、「リスク管理規程」の中で設置した「中央リスク管理委員会」（委員長は経営戦略室長

が兼務する）では、当社として可能性のある、経済状況、価格競争、商品調達力、法的規制、市
場リスク、重要訴訟、災害、環境及び情報管理等のリスクを、リスク毎に対応部門を定め、各部
門においてはリスク管理責任者の指示の下、リスク管理のために必要かつ適正な体制（「マニュ
アル」や「ガイドライン」等）を整備している。万が一、上記各リスクが発生した場合には、
「中央リスク管理委員会」の委員長の指揮監督の下、それぞれの対応部門のリスク管理責任者は
直ちに、損害の発生を最小限に止めるための必要かつ適正な対応を取ることとした。
監査役及び内部監査室は各部門のリスク管理状況を監査し、必要に応じて、その結果を取締役
会に報告する。取締役会は定期的にリスク管理体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
代表取締役は、総務部担当取締役を、取締役の職務の効率性に関しての総括責任者に任命し、
「中期経営計画」及び「年次経営計画」に基づいた各部門の目標に対し、職務執行が効率的に行
われるよう監督する。各部門担当取締役は、経営計画に基づき、各部門が実施すべき具体的な施
策及び効率的な業務遂行体制を決定する。総括責任者はその遂行状況を各部門担当取締役に、取
締役会において定期的に報告させ、施策及び効率的な業務遂行体制を阻害する要因の分析と、そ
の改善を図っていく。

(5) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体
制、その使用人の取締役からの独立性に関する事項、並びに当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項
内部監査室は、監査役から「監査役監査基準」に基づく監査役職務の補助要請を受けた際、監
査役との協議により、要望事項の内部監査を実施し、その結果を監査役に報告する。この場合、
当該内部監査室員は、監査役の指揮命令に基づき内部監査を実施するものとし、取締役の指示命
令系統から外れる。
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(6) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制、
及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
取締役及び使用人は、次の事項を「法令」及び「監査役会規程」並びに「監査役監査基準」等
社内規程に基づき、監査役に報告するものとする。
①　当社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項
②　不正行為や重要な法令並びに定款に対する違反行為を認知した事項
③　取締役会に付議する重要な事項と重要な決定事項
④　重要な各部門の月次報告、重要な会計方針・会計基準及びその変更事項
⑤　内部監査の実施状況、その他必要な各部門の重要事項
監査役は重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会及びその他の
重要会議に出席すると共に、稟議書類等業務執行に係る重要な文書を閲覧し、取締役及び使用人
に説明を求めることとする。
また、「監査役会規程」及び「監査役監査基準」に基づく独立性と権限により、監査の実効性
を確保すると共に、監査役は内部監査室及び顧問弁護士・会計監査人と緊密な連携を保ちなが
ら、自らの監査成果の達成を図る。

(7) 前記(6)の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制
当社は、使用人が法令もしくは定款上疑義のある行為等を認知し、それを告発しても、当該使
用人に不利益な取扱いを行わない旨等を規定する「内部通報者保護規程」を制定している。

(8) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、当社監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の

前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要で
ないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。
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(9) 財務報告の適正性を確保するための体制
当社は、財務報告に係る内部統制を構築し、その体制の整備・運用状況を定期的に評価すると

共に維持・改善を図る。

(10) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社は、地域住民の生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との一切の関係を遮断し、
反社会的勢力には、役員及び従業員も一体となって組織的に対応する。もって不当要求を毅然た
る態度で拒絶すると共に、当社の持続的な健全経営を確保する。
その整備状況として「企業の行動規範」に反社会的勢力の排除、「従業員のコンプライアン
ス・マニュアル」に反社会的行為への関与の禁止等を規定化している。また、総務部を主幹部署
とし、各種情報収集、社内各部門からの対応の指導、警察及び顧問弁護士等との連携等を行う。

７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
(1) 取締役の職務執行

取締役会規程や社内規程を制定し、取締役が法令並びに定款に則って行動するよう徹底してお
ります。当事業年度において取締役会を13回開催し、法令及び定款に定められた事項及びその
他経営に関する重要事項の決議を行うと共に、月次での業績分析や評価を行っております。また
社外取締役を２名選任しており、取締役会における議論に積極的に参加し得る環境づくりの観点
から、情報交換と認識共有を図るため、独立社外役員である社外監査役等との情報交換会を定期
的に開催しております。

(2) 監査役の職務執行
社外監査役２名を含む監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を実施すると
共に、取締役会への出席や代表取締役、会計監査人並びに内部監査室との間で定期的に情報交換
等を行うことで、取締役の職務執行の監査、内部統制の整備並びに運用状況を確認しておりま
す。当事業年度において監査役会を13回開催し、監査役相互による意見交換等が行われており
ます。

(3) 内部監査の実施
内部監査年度計画書に基づき、当社の内部監査を実施しております。当事業年度において各店

舗、本部各部署に対し１回以上の監査を行い、その結果について、随時代表取締役社長他及び常
勤監査役に報告しております。
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(4) 財務報告に係る内部統制
内部統制に関する内部監査年度計画書に基づき内部統制評価を実施しております。当事業年度

においてもその監査結果について、代表取締役他及び常勤監査役に報告しております。

決議年月日 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2022年４月25日
取締役会決議 39 5

2022年10月24日
取締役会決議 135 17

８．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして位置づけております。
また、昨年発表しました中期経営計画に基づき、収益基盤でもある既存店への設備投資やＩＴ
関連投資、有利子負債の削減、配当等による株主還元の強化に取り組んでおります。
配当については、「業績動向・財務体質強化とのバランス」を総合的に考慮の上、経常利益額

を基準とした業績連動型を配当方針としております。
なお、当事業年度に係る配当金は以下のとおりであります。

なお、次期の配当金については、年間配当22円を予定しております。
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（2022年９月20日現在） （単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
リ ー ス 投 資 資 産
商 品
貯 蔵 品
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
リ ー ス 投 資 資 産
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他

16,877
6,200
1,841
30

8,232
39
532

23,415
18,600
23,795
3,619
324
84

2,407
5,327
3,662
24

△20,645
1,532
1,161
328
35
7

3,281
24
138
71
569
2,454
23　

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 負 債 11,225
電 子 記 録 債 務 728
買 掛 金 6,312
１年内返済予定の長期借入金 622
リ ー ス 債 務 446
未 払 金 696
未 払 費 用 1,097
未 払 法 人 税 等 412
賞 与 引 当 金 463
そ の 他 444

固 定 負 債 13,253
長 期 借 入 金 6,683
リ ー ス 債 務 1,100
退 職 給 付 引 当 金 1,757
長 期 未 払 金 65
長 期 預 り 敷 金 保 証 金 331
資 産 除 去 債 務 3,314
負 債 合 計 24,478

（ 純  資  産  の  部 ）
株 主 資 本 15,830

資 本 金 1,425
資 本 剰 余 金 1,585
資 本 準 備 金 1,585

利 益 剰 余 金 12,820
利 益 準 備 金 257
そ の 他 利 益 剰 余 金 12,562
固定資産圧縮積立金 1,829
別 途 積 立 金 3,141
繰 越 利 益 剰 余 金 7,591

自 己 株 式 △0
評 価 ・ 換 算 差 額 等 △17
その他有価証券評価差額金 △17

純 資 産 合 計 15,813
資 産 合 計 40,292 負 債 及 び 純 資 産 合 計 40,292

貸　借　対　照　表
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(2021年９月21日から2022年９月20日まで)
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高
商 品 売 上 高 94,941
不 動 産 賃 貸 収 入 389 95,331

売 上 原 価
商 品 売 上 原 価 74,152
不 動 産 賃 貸 原 価 68 74,221
売 上 総 利 益 21,109

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 19,661
営 業 利 益 1,448

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 3
受 取 手 数 料 143
助 成 金 収 入 24
受 取 保 険 金 15
そ の 他 47 234

営 業 外 費 用
支 払 利 息 94
固 定 資 産 除 却 損 20
そ の 他 36 151
経 常 利 益 1,531

特 別 利 益
補 助 金 収 入 260 260

特 別 損 失
減 損 損 失 991 991
税 引 前 当 期 純 利 益 800
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 550
法 人 税 等 調 整 額 △73 476
当 期 純 利 益 324

損　益　計　算　書
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(2021年９月21日から2022年９月20日まで)
（単位：百万円）

株 主 資 本 評価・
換 算
差額等

純資産
合 計資本金

資本剰
余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式資本準

備 金
利益準
備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益
剰余金
合 計

株 主
資 本
合 計

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

固定資産
圧 縮
積 立 金

別途積
立 金

繰 越
利 益
剰余金

当 期 首 残 高 1,425 1,585 257 1,709 3,141 7,555 12,663 △0 15,674 △12 15,662

当 期 変 動 額

固定資産圧縮
積立金の積立 181 △181 － － －

固定資産圧縮
積立金の取崩 △60 60 － － －

剰余金の配当 △168 △168 △168 △168

当期純利益 324 324 324 324
株主資本以外の
項目の当期変動
額 ( 純 額 )

△4 △4

当期変動額合計 － － － 120 － 35 156 － 156 △4 151

当 期 末 残 高 1,425 1,585 257 1,829 3,141 7,591 12,820 △0 15,830 △17 15,813

株主資本等変動計算書
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注記事項
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
　　　　　　　　　　　　　　　　動平均法により算定）

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品 売価還元法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法
(3) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　15～39年

② 無形固定資産（リース資産を除く）定額法
③ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

④ 長期前払費用 均等償却
(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
　なお、当事業年度の計上はありません。

②　賞与引当金
　従業員の賞与の支払いに備えるため、過去の支給額を参考に実績を考慮して、当事業年度の負担すべ
き支給見込額を計上しております。

③　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額に基づき計上しておりま
す。
　なお、数理計算上の差異は、発生年度の翌事業年度に一括費用処理することにしております。
　過去勤務費用については、その発生事業年度で一括費用処理することにしております。
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(5) 収益及び費用の計上基準
①　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
・商品の販売に係る収益認識

当社の顧客との契約から生じる収益は、主にスーパーセンター事業における商品の販売によるもので
あり、これらの商品販売は、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識しております。

なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客から受け取る対
価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

②　ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上基準
　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

２．重要な会計上の見積りに関する注記
　　固定資産の減損

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　有形固定資産　　　18,600百万円
　　　無形固定資産　　  　1,532百万円
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本単位としてグルーピングを行っ
ております。
　当事業年度において固定資産の減損の兆候を識別した資産グループについて見積した割引前将来キャ
ッシュ・フローの総額が当該グループの帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減損
し、当該減少額を減損損失として計上しております。なお、新店（開店日から期末日までの期間がごく
短い店舗）は、出店時の事業計画と実績を比較し、減損の兆候があるか判定しております。
　各資産グループの将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる当社の事業計画等には、各店舗の収
益及び営業利益の予測についての重要な仮定が含まれております。
　具体的な策定方法は以下のとおりです。
　将来売上予測については、店舗の売上高を基礎として、市場動向、外部環境要因を反映し、売上高変
動率を算定し、中長期の売上高を試算しております。また、売上総利益率、販売費及び一般管理費につ
いては、店舗の実績を基礎として、計画している改善施策（ロス率の改善、人件費の削減等）や外部環
境要因（光熱費の高騰等）を反映し、中長期の売上総利益率、販売費及び一般管理費を試算しておりま
す。
　これらの見積りに含まれている仮定に見直しが必要となるような経済環境等の重要な変更が生じた場
合、翌事業年度以降の計算書類において追加の減損損失が発生する可能性があります。
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３．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これによる主な
変更点は以下のとおりです。
・代理人取引に係る収益認識
　消化仕入に係る収益及び店頭における配送取次サービスについて、従来は、顧客から受け取る対価の総額
で収益を認識しておりましたが、顧客に移転する財又はサービスを支配しておらず、これらを手配するサー
ビスのみを提供しているため、代理人取引であると判断した結果、総額から第三者に対する支払額を差し引
いた純額で収益を認識する方法に変更しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っておりますが、当事業年度の期首の利益剰余金に与える影響はありません。
　この結果、当事業年度の売上高が1,223百万円、売上原価が1,223百万円減少しておりますが、売上総利
益、営業利益、経常利益および税引前当期純利益に与える影響はありません。
（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会
計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与え
る影響はありません。
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リース投資資産 77百万円
計 77百万円

長期預り敷金保証金 50百万円
計 50百万円

場所 用途 種類 店舗等の数

滋賀県高島市 店舗 建物等 １

４．貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

(2) 財務制限条項
　「１年内返済予定の長期借入金」及び「長期借入金」のうち6,960百万円については、財務制限条項が付
されており、下記のいずれかの条項に抵触した場合、当該借入金の一括返済を求められる可能性がありま
す。
（イ）決算期の末日における貸借対照表の純資産の部の金額を直前の決算期末日における貸借対照表の純資

産の部の金額の75％以上に維持すること。
（ロ）決算期の末日における損益計算書上の経常損益を２期連続で損失としないこと。

５．損益計算書に関する注記
　　減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本単位としてグルーピングを行っ
ております。
　店舗における営業活動から生ずる損益が継続してマイナス、または継続してマイナスとなる見込みで
ある資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に991
百万円（建物683百万円、構築物183百万円、リース資産48百万円、借地権61百万円、その他14百万
円）計上しております。
　なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フロー
を2.65％で割り引いて算定しております。
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株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式

普通株式 8,090,000株 － － 8,090,000株

合　計 8,090,000株 － － 8,090,000株

自己株式

普通株式 56,280株 54,000株 － 110,280株

合　計 56,280株 54,000株 － 110,280株

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日
2021年10月22日
取 締 役 会 普 通 株 式 128百万円 16円 2021年9月20日 2021年12月20日

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日
2022年４月25日
取 締 役 会 普 通 株 式 39百万円 5円 2022年3月20日 2022年5月20日

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日
2022年10月24日
取 締 役 会 普 通 株 式 135百万円 17円 2022年9月20日 2022年12月20日

６．株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(2) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
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未払事業税 31百万円
退職給付引当金 535百万円
賞与引当金 141百万円
減価償却超過額 526百万円
資産除去債務 1,009百万円
減損損失 1,163百万円
その他 146百万円

繰延税金資産小計 3,553百万円
評価性引当額 △1,873百万円
繰延税金資産合計 1,679百万円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 801百万円
建物（資産除去債務） 309百万円

繰延税金負債合計 1,110百万円
繰延税金資産の純額 569百万円

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
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貸借対照表計上額 時 価 差 額

投 資 有 価 証 券 24 24 －

敷 金 及 び 保 証 金 2,454 2,121 △333
長 期 借 入 金
（ １ 年 内 返 済 予 定 を 含 む ） 7,306 7,306 －

８．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社は、新たな事業投資に備え、余資については主に流動性・安全性を重視した金融商品で運用を行って
おります。また、資金調達については銀行借入による方針であります。
②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
当該リスクに関しては、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握し市況や取引先企業との関
係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　敷金及び保証金は、主に店舗等の賃借に係るものであり、貸主の信用リスクに晒されております。当該リ
スクに関しては、必要に応じて財務部でモニタリングを行い、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握
や軽減を図っております。
　営業債務である電子記録債務及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。
　長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。
　営業債務や借入金は、流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されております
が、当社では、月次で資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しております。
③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2022年９月20日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（注）現金は注記を省略しており、預金、電子記録債務及び買掛金は短期間で決済されるため時価が帳簿価
額に近似していることから、注記を省略しております。
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区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 24 － － 24

資産計 24 － － 24

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
敷金及び保証金 － 2,121 － 2,121

資産計 － 2,121 － 2,121
長期借入金
（１年内返済予定を含む） － 7,306 － 7,306

負債計 － 7,306 － 7,306

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該
時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の
算定に係るインプットを用いた算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数利用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。

①　時価で貸借対照表に計上している金融商品

②　時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価
をレベル１の時価に分類しております。
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区分 金額（百万円）
フーズ 65,423
ノンフーズ 29,518
顧客との契約から生じる収益 94,941
その他の収益 389
外部顧客への売上高 95,331

(1) １株当たり純資産額 1,981.75円
(2) １株当たり当期純利益 40.59円

敷金及び保証金
　合理的に見積った将来キャッシュ・フローを、国債の利回りで割り引いた現在価値から算定してお
り、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金
　元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率をもとに割引現在価値法により
算定しており、レベル２の時価に分類しております。

９．収益認識に関する注記
(1)  顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

当事業年度（自　2021年９月21日　至　2022年９月20日）

（注）「その他の収益」の区分は不動産賃貸収入であります。
(2)  顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

注記事項　１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　(5)収益及び費用の計上基準に記載のとおりで
あります。

10．１株当たり情報に関する注記

11．追加情報
（新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積りについて）
　新型コロナウイルス感染症の終息には一定の期間を要すると考えられ、企業活動の抑制、雇用情勢の悪化
等による景気後退が見込まれるものの、現時点での当社への影響は限定的であり、今後もその傾向が続くと
の仮定に基づき、当社の固定資産の減損等の重要な会計上の見積りを行っております。
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独立監査人の監査報告書
2022年11月7日

株 式 会 社 　 Ｐ Ｌ Ａ Ｎ Ｔ
取　締　役　会　御中

有限責任監査法人　トーマツ
　　  北 　陸 　事 　務 　所 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 大 枝 和 之
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 髙 見 勝 文

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ＰＬＡＮＴの2021年9月21日から

2022年9月20日までの第41期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について
監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに
計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2021年９月21日から2022年９月20日までの第41期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各
監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下の通り報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける
ほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監
査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると共に、以下の方法で監査を
実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な店舗において業務及び財産の状況を調査いたし
ました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する為の体制その他株式
会社の業務の適正を確保する為に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締
役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると共に、会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂
行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて
説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書及
び株主資本等変動計算書）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する

事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2022年11月10日

株式会社ＰＬＡＮＴ　監査役会
常勤監査役 塩 田 直 彦 ㊞
監 査 役 西 川 　 承 ㊞
仮 監 査 役 髙 島 悠 輝 ㊞

　（注）1. 監査役西川承及び監査役髙島悠輝は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であり
　　　　 ます。
　　　2. 社外監査役白崎利宗氏は病気療養中であり、監査役の職務執行が不可能であったため署名捺印いたしてお
　　　　 りません。
　　　3. 2021年12月27日付で、福井地方裁判所から髙島悠輝氏を仮監査役として選任する旨の決定を受け、同日
　　　　 仮監査役として就任しております。

監査役会の監査報告

以　上
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現行定款 変更案

（開示方法）
第13条 当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類、事業報告、計算書類
及び連結計算書類に記載又は表示をす
べき事項に係る情報を、法務省令に定
めるところに従いインターネットを利
用する方法で開示することにより、株
主に対して提供したものとみなすこと
ができる。

（削除）

株主総会参考書類

第１号議案 定款一部変更の件
　１．提案の理由
　　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第1条ただし書きに規定する改正
規定が2022年９月1日に施行されましたので、株主総会資料の電子提供制度導入に備えるた
め、次のとおり当社定款を変更するものであります。
（１） 変更案第13条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置

をとる旨を定めるものであります。
（２） 変更案第13条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲

を限定するための規定を設けるものであります。
（３） 株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第13条）は不

要となるため、これを削除するものであります。
（４） 上記の削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。

　２．変更の内容
　　　変更の内容は次のとおりであります。

　　　　　（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現行定款 変更案

（新設） （電子提供措置等）
第13条 当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類等の内容である情報に
ついて、電子提供措置をとるものとす
る。

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項の
うち法務省令で定めるものの全部又は
一部について、議決権の基準日までに
書面交付請求した株主に対して交付す
る書面に記載しないことができる。

（新設） （附則）
１．2022年9月1日（以下「施行日」という）
から６か月以内の日を株主総会の日とする
株主総会については、変更前定款第13条
（開示方法）はなお効力を有する。

２．本附則は、施行日から６か月を経過した日
または前項の株主総会の日から３か月を経
過した日のいずれか遅い日後にこれを削除
する。
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候補者
番　号

ふ 　  り 　  が 　  な
氏　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当社の株式数

1 再任

み っ た
三 ッ 田 　 

よ し ふ み
佳 　 史

（1968年４月７日）

<取締役在任年数>
16年（本総会終結時）

    1991年    5 月 当社入社
    1992年    5 月 当社取締役
    1996年    9 月 有限会社ワイ・ティ・エー代表取締役
    1999年    12月 当社取締役辞任
    2003年    7 月 当社ＰＬＡＮＴ－３滑川店店長
    2005年    5 月 当社ＰＬＡＮＴ－６瑞穂店店長
    2006年    12月 当社取締役ＰＬＡＮＴ－６瑞穂店店長
    2007年    6 月 当社取締役店舗運営部西日本担当部長
    2008年    3 月 当社取締役商品部副統轄部長
    2011年    5 月 当社取締役商品本部ノンフーズ部長
    2011年    10月 有限会社ワイ・ティ・エー取締役（現任）
    2015年    9 月 当社専務取締役経営企画室長兼店舗運営本

部長兼店舗運営部長
    2017年    1 月 当社専務取締役経営企画室長兼店舗運営本

部長
    2017年    5 月 当社代表取締役社長（現任）

200,000株

[取締役候補者とした理由]
　入社後、当社の店舗、商品本部、店舗運営部門等に長きにわたって従事しており、大型店の店長や商品本
部ノンフーズ部長、店舗運営本部長、経営企画室長等を歴任してきました。これらの経験を活かし、引き続
き当社の経営への貢献を期待できることから、取締役候補者としました。

第２号議案 取締役５名選任の件
取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、社外取締役２名を含む取締役５名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 38 －



候補者
番　号

ふ 　  り 　  が 　  な
氏　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当社の株式数

2 再任

み っ た
三 ッ 田 　 

た い じ
泰 　 二

（1970年１月２日）

<取締役在任年数>
29年（本総会終結時）

    1988年    4 月 株式会社まるまん入社
    1993年    5 月 当社入社、取締役
    1998年    7 月 当社取締役食品部長
    2011年    5 月 当社取締役商品本部食品部長
    2015年    9 月 当社常務取締役商品本部長兼食品部長
    2016年    9 月 当社常務取締役商品本部長
    2017年    5 月 当社取締役副社長商品本部長
    2018年    9 月 当社取締役副社長
    2019年    9 月 当社取締役副社長商品本部長
    2019年    12月 当社代表取締役副社長商品本部長
    2020年    9 月 当社代表取締役副社長（現任）

200,000株

[取締役候補者とした理由]
　入社後、当社の食品仕入部門に長きにわたって従事しており、食品部門のみならずノンフーズ部門を含む
商品全般の仕入に関する経験を活かし、引き続き当社の経営への貢献を期待できることから、取締役候補者
としました。

候補者
番　号

ふ 　  り 　  が 　  な
氏　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当社の株式数

3 再任

や ま だ
山 　 田 　 

じ ゅ ん じ
准 　 司

（1971年６月４日）

<取締役在任年数>
7年（本総会終結時）

    1994年    4 月 株式会社福井銀行入行
    2009年    6 月 同行　営業グループ
    2015年    7 月 同行　経営企画グループ
    2015年    10月 当社入社、経営企画室マネージャー
    2015年    12月 当社常務取締役経営企画室マネージャー
    2017年    5 月 当社専務取締役経営企画室長
    2018年    9 月 当社専務取締役
    2019年    12月 当社専務取締役管理本部長
    2020年    9 月 当社専務取締役（現任）

4,000株

[取締役候補者とした理由]
　金融業界での営業・経営企画などの業務経験に基づく総合的な見識を活かし、引き続き当社の経営への貢
献を期待できることから、取締役候補者としました。
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候補者
番　号

ふ 　  り 　  が 　  な
氏　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当社の株式数

4 再任 社外

い ち は し
市 　 橋 　 

の ぶ た か
信 　 孝

（1954年８月29日）

<社外取締役在任年数>
7年（本総会終結時）

    1978年    4 月 株式会社平和相互銀行（現　株式会社三井
住友銀行）入行

    2003年    4 月 福井順化商事株式会社入社、専務取締役
    2005年    5 月 株式会社ユアーズホテルフクイ入社、取締役
    2006年    6 月 同社　代表取締役社長（現任）
    2015年    12月 当社社外取締役（現任）

－株

（重要な兼職の状況）
株式会社ユアーズホテルフクイ代表取締役社長

[社外取締役候補者とした理由・期待される役割の概要]
　金融業界での業務経験に基づく財務に関する専門的な見識並びにホテル業界での業務経験に基づくサービ
ス業に関する専門的な見識をもって、中長期的な視点から当社の経営に対し様々なご意見を数多く頂戴して
おり、当社のコーポレートガバナンスの強化及び企業価値向上に寄与いただいております。今後も、他社で
の企業経営経験に基づく経営の監督とチェック機能を期待し、引き続き社外取締役候補者といたしました。

候補者
番　号

ふ 　  り 　  が 　  な
氏　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当社の株式数

5
再任 社外

な か ざ と
中 　 里 　 

ひ ろ ほ
弘 　 穂

( 戸 籍 上 の 氏 名 ： 青 山  弘 子 ）
（1952年４月17日）

<社外取締役在任年数>
6年（本総会終結時）

    1996年    2 月 有限会社マナーコンサルティング代表取締役
    2009年    4 月 愛知産業大学造形学部　准教授
    2010年    4 月 福井県立大学経済学部　准教授　キャリア

センター副センター長
    2014年    4 月 福井県立大学キャリアセンター　教授　副

センター長
    2016年    12月 当社社外取締役（現任）
    2018年    4 月 福井県立大学キャリアセンター　特命教授　

副センター長
    2021年    4 月 有限会社キャリアデザイン代表取締役（現任）

福井県立大学地域経済研究所客員研究員
(現任)

－株

（重要な兼職の状況）
有限会社キャリアデザイン代表取締役
福井県立大学地域経済研究所客員研究員

[社外取締役候補者とした理由・期待される役割の概要]
　長年にわたり社員教育のコンサルタントとして各方面で活躍され、また、大学においては教授・客員研究
員を歴任してこられました。直接企業経営に関与された経験はありませんが、当社の接客技術の向上並びに
女性の能力を最大限に発揮できる企業にするために、当社の経営に対し様々なご意見を数多く頂戴しており
ます。今後も、当社のコーポレートガナバンスの強化及び企業価値向上のために、独立した立場から有用な
助言をいただけるものと判断・期待し、引き続き社外取締役候補者といたしました。
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（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 市橋信孝氏及び中里弘穂氏は社外取締役候補者であります。当社は、市橋信孝氏及び中里弘穂氏を東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出ております。なお、両氏の再任が承認
された場合は、当社は両氏を引き続き独立役員とする予定であります。

３. 当社は、社外取締役がその期待される役割を十分発揮できるよう定款第29条において、業務執行を
行わない取締役との間に、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定
めております。これにより市橋信孝氏及び中里弘穂氏と同契約を締結しており、両氏の再任が承認さ
れた場合は、当該契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、法令が定める限度額としております。

　　　４．当社は、当社の全ての取締役、監査役及び執行役員を被保険者とする会社法第４３０条の３第１項に
　　　　　規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約は、被保険者
　　　　　がその業務遂行のために行った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る
　　　　　損害賠償金や訴訟費用等が填補されるものとなります。
　　　　　ただし、犯罪行為や被保険者が法令に違反することを認識しながら行った行為に起因して生じた損害
　　　　　等は填補されない等の免責事項があります。なお、保険料は全額当社が負担しております。
　　　　　各取締役候補者の選任が承認されますと、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
　　　　　また、当該保険契約は次回更新時においても同内容の更新を予定しております。
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氏　　名 略　　歴
しらさき
白　崎　

としむね
利　宗

　2008年12月　当社社外監査役
　現在に至る

第３号議案　病気療養中に伴う監査役１名解任の件
１．解任の理由
　　監査役　白崎利宗氏は病気療養中であり、現在、意思表示が困難な状況となっております。
　今後も監査役としての職務遂行は不可能と思われますので、解任をお願いするものであります。
　　なお、2021年12月27日付で福井地方裁判所より仮監査役として髙島悠輝氏を選任した旨の
　通知を受け、同日仮監査役として就任しております。

２．当該監査役の略歴
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候補者
番　号

ふ 　  り 　  が 　  な
氏　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 及 び 当 社 に お け る 地 位
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当社の株式数

1 再任 社外

にし

西　
かわ

川 　　
しょう

承
（1957年11月13日）

<社外監査役在任年数>
23年（本総会終結時）

    1990年    10月 監査法人トーマツ東京事務所入所
    1998年    10月 西川公認会計士事務所設立、同所所長

（現任）
    1999年    9 月 監査法人ナカチ東京事務所入所、同所社員
    1999年    12月 当社社外監査役（現任）
    2011年    6 月 福井コンピュータホールディングス株式会

社社外監査役
    2012年    10月 株式会社ダイテックホールディングス社外

監査役
（重要な兼職の状況）
西川公認会計士事務所所長

1,000株

[社外監査役候補者とした理由]
　公認会計士としての財務及び会計に関する幅広い見識をもって、監査の視点から様々なご意見を数多く頂
戴しており、当社の監査体制の強化に貢献していただいております。直接企業経営に関与された経験はあり
ませんが、上記の理由により、今後もコーポレートガバナンスの強化及び企業価値向上のために、独立した
立場から有用な助言をいただけるものと判断・期待し、引き続き社外監査役候補者といたしました。

第４号議案　監査役２名選任の件
監査役　西川承氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
また、監査役　白崎利宗氏は病気療養中であり、監査役としての職務執行は不可能な状況となっ

ており、監査役の法定員数を欠くこととなったため、福井地方裁判所に仮監査役の選任の申立てを
行っておりましたところ2021年12月27日付で同裁判所より仮監査役として髙島悠輝氏を選任し
た旨の通知を受け、現在仮監査役として就任しております。仮監査役の任期は、本総会で後任の監
査役が選任される時までとなっており、あらためて監査役の選任をお願いするものであります。

つきましては、社外監査役２名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふ 　  り 　  が 　  な
氏　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 及 び 当 社 に お け る 地 位
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当社の株式数

2 新任 社外

た か  し ま

髙　島 　
ゆう

悠
 

　
き

輝
（1986年12月25日）

<仮社外監査役在任年数>
１年（本総会終結時）

    2009年    4 月 新日本有限責任監査法人（現　EY新日本
有限責任監査法人）入所

    2016年    8 月 税理士法人日本総研入所
    2019年    8 月 髙島公認会計士事務所設立、同所所長

（現任）
    2020年    4 月 株式会社幸池商店社外監査役（現任）
    2020年    6 月 サカイオーベックス株式会社社外取締役監

査等委員
    2021年    12月 当社仮社外監査役（現任）
    2022年    2 月 サカイオーベックス株式会社社外監査役

（現任）
（重要な兼職の状況）
髙島公認会計士事務所所長
株式会社幸池商店社外監査役
サカイオーベックス株式会社社外監査役

－株

[社外監査役候補者とした理由]
　直接企業経営に関与された経験はありませんが、公認会計士の資格を有しており、監査法人及び税理士法
人出身で幅広い会計・財務知識を有しており、当社の取締役への監査、監督責任を十分に果たしていただけ
るものと判断・期待し、社外監査役候補者といたしました。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 西川承氏及び髙島悠輝氏は社外監査役候補者であります。当社は、西川承氏を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として同取引所に届け出ております。なお、同氏の再任が承認された場合は、当社
は同氏を引き続き独立役員とする予定であります。また、髙島悠輝氏は、東京証券取引所の定めに基
づく独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認された場合は、同氏を独立役員として同取引
所に届け出る予定であります。

３. 当社は、社外監査役がその期待される役割を十分発揮できるよう定款第39条において、監査役との
間に、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めており、西川承氏
及び髙島悠輝氏と同契約を締結しており、両氏の選任が承認された場合は、当該契約を継続する予定
であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める限度額としておりま
す。
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　　　４．当社は、当社の全ての取締役、監査役及び執行役員を被保険者とする会社法第４３０条の３第１項に
　　　　　規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約は、被保険者
　　　　　がその業務遂行のために行った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る
　　　　　損害賠償金や訴訟費用等が填補されるものとなります。
　　　　　ただし、犯罪行為や被保険者が法令に違反することを認識しながら行った行為に起因して生じた損害
　　　　　等は填補されない等の免責事項があります。なお、保険料は全額当社が負担しております。
　　　　　各監査役候補者の選任が承認されますと、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
　　　　　また、当該保険契約は次回更新時においても同内容の更新を予定しております。
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名称 清稜監査法人
代表社員　会長 石井　和也
主たる事務所の
所在地 大阪府大阪市中央区本町１丁目６－16　いちご堺筋本町ビル８階

拠点 ２拠点（大阪、東京）

沿革
1987年５月　堺市で法人設立、同時に東京事務所を開設
2007年４月　上場会社監査事務所登録
2009年７月　本部事務所を大阪市中央区に移転

概要

出資金　　　　22,500千円
構成員　　　　代表社員・社員　　　18人
　　　　　　　公認会計士　　　　　 ３人
　　　　　　　非常勤職員　　　　　64人
　　　　　　　その他職員　　　　　 ９人
　　　　　　　合計　　　　　　　　91人（2022年10月末日現在）
監査対象の上場会社数　　　　　　　 ９社（2022年10月末日現在）

第５号議案　会計監査人選任の件
　　当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、本定時株主総会終結の時をもって任期満
　了により退任となりますので、新たに会計監査人の選任をお願いするものであります。
　　なお、本議案につきましては、監査役会の決定に基づいております。

　１．監査役会が清稜監査法人を会計監査人候補者とした理由
　　当社の事業規模に適した会計監査人としての独立性、専門性、品質管理体制及び監査報酬の相当
　性等を総合的に勘案した結果、当社の会計監査人として適任であると判断したためであります。

　２．会計監査人候補者
　　会計監査人候補者は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　　上
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